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１．はじめに  

著者らは、測候所の雷対策方法の研究・提案を行っている。本年度は、二つの点について次年度実施

のための準備を行った。一つは、昨年度 CO2観測システムが測候所被雷による誘導雷によりデータ送信

ができなくなった原因究明とその過程で行った、富士山環境下での測候所に適用する一般的な雷対策

方法と問題になっているCO2観測システムの具体的実施案の検討である。二つ目は、山麓側接地線に流

れる電流測定方法である。2012年度に測候所被雷電流を観測する目的で山麓への接地線に流れる電流

観測を実施したが、その夏期間測候所への落雷は無く、落雷電流は観測できなかった。代わって予想し

ていなかった周囲の落雷現象により接地線に流れる電流が観測でき、また測候所に電源供給している高

圧電源の操作時や地絡時に流れる電流を観測した。このときの周辺の落雷頻度は高く、マニュアル観測

では追従できないことが分かり、本年度は次年度自動観測を実施するための準備を行った。またこの接

地線の電流検出感度を高めることで目的以外の新たな現象を見いだせることを期待して電流検出感度を

向上させた検出器による予備測定の検討も行った。 

 

２．富士山測候所の現状の接地系統 

 

富士山測候所は富士山頂の剣が峰（3776 m）にある。標高が高いため落雷頻度は高く、その対応のた

め各庁舎の外表面は金属製覆いで覆われファラデーケージを考えた構成になっている。ただし部材間

の接続や接地経路のインピーダンスは、落雷電流の大きさを考えると無視できるほど小さくなく、理想的

になっていない。また、雷電流を大地に逃がすため、接地抵抗の低減がなされているが、岩盤であるた

め小さくできない。基礎や接地極の接地抵抗は測定限界の 300 Ω以上である。測候所全体でも 100 Ω

を超えているものと推測している。そのため接地は山麓側でも行われ、その接地が測候所と繋がっている。

この接地抵抗は 10 Ω以下で、測候所の接地抵抗を決めている。図１は富士山測候所の全体の接地系

統を示したものである。落雷電流の大半は接地抵抗の低い山麓側接地線に流れるため、測候所の電位
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分布は、測候所の落雷地点から山麓側の雷電流路に沿って存在するインピーダンスとそこに流れる雷電

流との積の電圧降下によって生じることになる。 

CO2観測システムの設置場所は、図1に示す、第3号庁舎の 2階北東角に、データ送信に使用するイ

リジウムアンテナは雪囲い付水槽支持鉄骨構造物（以下、鉄骨構造物）の北西に設置している。鉄骨構造

物と第 3号庁舎の基礎鉄骨との接続は最短距離で複数接続されておらずインダクタンス低減対策が考慮

されていない。このことが、鉄骨構造物が被雷したときに大きな電位上昇をもたらしアンテナから静電誘

導によるサージ電圧が侵入したものと推測される。このトラブル例は、測候所の落雷位置によっては十分

な小さなインピーダンスの落雷電流路が確保されていない場所があることを示す一例である。 

 測候所の接地インピーダンスは、測候所設置場所の接地インピーダンスが大きく山麓側の低い接地イ

ンピーダンスで決まる。そのため、測候所被雷時の雷電流の大半は山麓側の接地に繋がる接地線に流

れる。このことに着目すると、測候所の山麓側に繋がる接地線に流れる電流を測定することで測候所被雷

電流の観測が可能になる。しかし、現状の山麓側に繋がる接地線は、①高圧ケーブル内の接地線、②80 

mm2裸銅線、および③旧高圧ケーブルの 3系統がある。将来的には３系統を一つにまとめる必要がある

が、必要工事規模や費用等を考慮すると容易ではなく、次年度も前回測定方法と同様に③高圧ケーブル

内の接地線のみに分流する電流測定になる。 

 

３．測候所の

雷対策案 

３-1．測候所

の一般的な対

策方法 

測候所はフ

ァラデーケー

ジ構成にする

ことを意識さ

れ建設されて

いる。これが

理想に近い状

態であれば、

測候所内は

測候所被雷の

影響は無い。

しかし測候所は、落雷によるサージ電圧が侵入しトラブルを引き起こしてしまう場合は多くあり、落雷条件

によってはファラデーケージを満足しない状態になっている。この原因と対策は以下のようになる。 

（１）落雷電流路で生じる電位差によるもの  図２は落雷電流路で生じる電位差の状態を示したものであ

る。落雷電流は測候所に沿って雷電流路を通り山麓側に流れるが、電流が大きく雷電流路に沿って電圧

降下が生じる。測候所内電源は変圧器でB種接地が受電盤共通接地極（山麓側共通接地極）に接続され、

従って測候所内の電源対地電位は、山麓側共通接地極電位と同じである。この電源電位は、漏電が無い

限り測候所建物内で同じである。一方電源と対になっている接地系統も共通接地極に接続されており、共

通接地極と同じであるが、この接地系統は分電盤側配線先で測候所建物構造材と接続している可能性が

高く、測候所建物電位分布に応じた電位分布が生じている可能性が高い。測候所内でのこの対策は、①

雷電流路になる部材間接続や接地系統インピーダンスをできるだけ小さくする、②電源はノイズカットトラ

ンスを介して導入し電源接地電位の影響を受けないようにする、③測定システムは１点接地を確保する、

ことで可能である。もし複数の場所で連携した測定を行う場合、１点接地はできないため、それぞれで１点

接地を確保し、それぞれの間を連携するケーブルにコモンモードノイズ対策をすることで、両システム接

地間サージ電圧のそれぞれのシステム内部への侵入は抑制できる。 
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（２）測候所外部の観測施設被雷対

策  富士山は岩盤であるため接

地抵抗は小さくできない。そのため、

観測施設の被雷電流は、設置場所

の接地で大地に逃がせないため、

測候所と接続する接地線に流れる。

その電流と接地線インピーダンスに

より観測施設と測候所との間に大き

な電位差を作る。観測施設で使用

する電源・信号系統が測候所の電

位で決まっていると、電源・信号系

統にはこの大きな電位が加わり絶

縁破壊を引き起こし、雷電流が電源・信号系統に入り込みトラブルを引き起こすことになる。この対策は、

被保護ケーブルに図３の構成の雷対策ケーブルを使用することで可能になる。被雷電流は外側電磁シ

ールドに流し、両端に生じる電位差は、外側電磁シールドの相互インダクタンス、および内側電磁シール

ドの相互インダクタンスにより相殺することで両端に生じる電位差の侵入を抑制する方法である。避雷器

は侵入を前提にして抑制電圧に抑制する方法になるが、雷対策ケーブルは被雷によって生じる電位差を

相殺吸収する方法になるため、侵入電圧は避雷器等の抑制電圧よりも著しく小さくできる。被対策観測施

設と避雷導線に繋がる測候所内（ファラデーケージ面）導入部との間に適用する方法である。 

外部からケーブルを導入する場合、ケーブルの接地系統（同相）サージ電圧は、庁舎外壁（ファラデー

ケージ面）導入口とケーブル接地電磁シールド線を接続同一電位にできないとそれと繋がる庁舎（ファラ

デーケージ）内のシステム接地に大きなサージ電圧として侵入することになる（ファラデーホールの状態）。

この対策は、図４に示すリターン電磁シールドを使用する方法で抑制できる。庁舎内部に導入してからシ

ステム接地に接続せざるを得ないケーブルの接地電磁シールドは、ケーブル導入口のファラデーケージ

導入口に電磁シールドで戻すことで、インダクタンスを小さくできる。従って、導入口とシステム接地との

間の電位差を小さくでき、侵入電圧を小さくできる。また、トロイダルコアは導入ケーブルからの侵入電流

をさらに抑制し、一方内部ノイズに対しては漏出および侵入を抑制する効果がある。 

（３）落雷による静電・電磁誘導サージ電圧対策  理想的ファラデーケージ内であれば落雷があっても

静電・電磁誘導の影響は無い。しかし観測機器や信号等送受信のためのアンテナは、外部に設けざるを

得なく、雷の静電・電磁誘導の影響を受けることになる。ファラデーケージの外部になる近辺のアンテナ

や観測施設等は、直撃雷を避けるため一般的に避雷針を設けるが、避雷針は被雷時、雷放電端の避雷

針への移動と被雷時の避雷針電位変動により、静電誘導の影響を受ける。この静電誘導サージ電圧は、

図５に示すように放電端と避雷針・被雷導線等電位上昇部分からのシールドで抑制できる。この構成方法
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は二つ考えられる。一つは(a)のようにアンテナをシールドし、ケーブルはシールド電位個所からファラデ

ーケージ面迄は先の雷対策ケーブルの構成にした避雷針支柱内に収め、ファラデケージ内に導入する

方法である。この方法はシールドとファラデーケージとの電位差を相殺吸収する一方、電磁誘導は雷電

流路の内側を通すことで影響を受けないようにする方法である。 

もう一つの静電誘導対策方法は(b)に示すようにシールドはファラデーケージと同一電位にしてシール

ドする方法である。避雷導線の特性インピーダンスは著しく小さくすることで、避雷電流による避雷導線の

電位上昇（パルス立ち上がりは充分速いステップ状パルスとして、10 kAの場合 0.025Ωで 250 V）を抑え、

特性インピーダンスが高くなる避雷針の電位上昇（10 kAの場合、200Ωとして2 MVになる）は反射を考え

ると5 mの避雷針で約20 ns程度になる。また避雷導線に流れる雷電流による電磁誘導は、超低特性イン

ピーダンス避雷導線のシールドに避雷導線の雷電流を相殺する電流が流れるため、超低特性インピー

ダンス避雷導線周囲に電磁誘導は生じない。サージ電圧・電流変化を複雑にする反射もない。相殺電流

はファラデーケージを流れるが内部には電磁誘導の影響は無い。超低特性インピーダンス避雷導線は、

整合抵抗で終端した低特性インピーダンス同軸ケーブル多数を束ね並列に接続することで実現できる。

例えば１０００本束ね並列接続すれば特性インピーダンスは 1/1000 にできる。仮に 25Ωの特性インピー

ダンスであれば、0.025Ωになる。この避雷導線の耐圧は原理的に限界があり、避雷針との接続部に大き

な電界が加わらないように緩和機能が必要になる。また、終端抵抗は雷エネルギーを消費できる容量が

必要になる。 

電位差は、流路の抵抗とインダクタンスを小さくすることで小さくでき、電磁誘導は、金属製部材間の電

気的結合を良好にしてファラデーケージを近似し、誘導磁界を相殺する遮蔽電流を流れ易くすることで

抑制できる。しかし、富士山測候所も該当するが、一般的に理想的なファラデーケージ構成でない場合

が多い。ここに提案する(a)(b)の方法は、そのような場合でも新たな電流路を確保するなどファラデーケー

ジを損なう部分の補償対策を提供しやすい方法になる。 

 また被対象線路の電磁誘導電圧が相殺できるように撚化する、同軸化することで影響を抑制することも

必要である。 

 

３-２．CO2観測システムへの対策案 
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昨年度、誘導雷によりイリジウムアンテナ送信部が故障しデータ送信ができなくなったCO2観測システ

ムの考えられる原因から次年度実施予定の雷対策案は以下の内容になる。 

（１）１点接地  観測システムは庁舎から絶縁し、システムの共通接地極を１個所に確保し１点接地とする。

今年度、既に観測システムの１点接地に必要な絶縁対策は実施した。 

（２）絶縁電源の確保  電源はノイズカットトランスを介して導入する。安全対策のため、漏電および過電

流遮断器を通して使用する。観測システムの接地個所と電源B種接地個所は異なるため、落雷電流が流

れた際、両者に大きな電位差が発生するが、絶縁させることでそれを防止できる。電源を介したノイズの

対策にもなる。 

（３）アンテナ設置鉄骨構造物と観測システム設置第 3号庁舎間インピーダンスの低減  アンテナを設

置している鉄骨構造物の鉄骨同士間の接続を良好にした上で、鉄骨構造物と雷電流の良好な流路にな

る第３号庁舎基礎鉄骨（良好なファラデーケージ構成部）との間の接続インピーダンスを小さくする。鉄骨

同士は 38 mm2銅線により脚部で熔接接続し、その鉄骨枠と第３号庁舎基礎鉄骨間は 38 mm2銅線で最

短・最大幅で最低２本を熔接で接続する。 

（４）アンテナと観測システム間の電位差の相殺吸収   （３）の対策をしてもどうしても生じる電位差に対

する対策方法である。３-１（２）の①雷対策ケーブルと②リターン電磁シールドにより行う方法である。①

雷対策ケーブルは、両端の電位差を相互インダクタンスで相殺しサージ電圧の侵入を抑制する方法で、

原理的に侵入電圧は設計により著しく小さくできる。この対策の設計仕様は0.1 V以下を予定している。ア

ンテナと庁舎内導入部間で使用する。 

②リターン電磁シールドは、庁舎内導入ケーブルの実効インダクタンスを著しく小さくすることで、庁舎

内導入部と観測システム共通接地極間の電位差を小さくし、サージ電圧の侵入を抑制する。内部のノイズ

に対しても強くなる。庁舎内導入部と観測システム共通接地極間で使用する・ 

（５）アンテナの組鉄骨電位上昇からの静電シールド  アンテナは、雷対策ケーブルアンテナ側端末電

位でシールドする。そのため、雷対策ケーブル端末は周囲鉄骨構造物に接続し鉄骨電位に合わせる。

避雷針設置による直撃雷対策は、イリジウムアンテナに陰を作るため、実施しない。イリジウムアンテナの

設置方法が鉄骨構造物の天井面よりも突出しないので直撃雷の可能性は小さいと考え、誘導雷対策の

みである。 

 以上（１）～（５）の対策を実施することで落雷に強い観測システムになる。 
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４．山麓側接地極に繋がる接地線の電流測定 

４-１．山麓側接地極に繋がる接地線経路 

図６(a)に示すように山麓側接地極に繋がる接地系統は３系統ある。①引き込み高圧ケーブル内の高圧

線と別に設けられた３本の接地線、②80 mm2の裸銅線、および③接地線に転用した旧高圧ケーブルで  

ある。次年度は昨年度と同様に電流センサーは引き込み高圧ケーブルに流れる電流のみを測定すること      

になる。全電流測定は（b）のように３系統をまとめ、山麓側接地線は測候所から直接流れ込む電流が無視  

できるように絶縁させることが必要であるが、この実現には現山麓側共通接地極周辺の掘削による配線変

更が必要で費用等を考えると簡単ではない。高圧ケーブルに設置する図７の雷電流センサーケースは

他の②③系統の電流をまとめて高圧ケーブル外周軸方向に山麓側に流し、全電流測定を可能にする工

夫がされている。電流センサーケースは、設置個所ケーブルの曲率半径でも収められるように短くした。 

  
 

４-２．ロゴスキーコイルによる接地線に流れる電流の測定 

 高圧ケーブル内の接地線に流れる電流はロゴスキーコイルにより検出する。観測電流は、（１）測候所被

雷電流、および（２）その他の電流、①山麓側接地線周辺の落雷により接地線に流れる電流、と②高圧電

源遮断時や地絡事故時等に流れる電流である。（２）の①は昨年度測定で観測されたもので最大で 10 A

で、②はVCB遮断時で約 160 Aが観測されている。測候所被雷時に流れる電流の上限は 100 kA以上
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を考える必要があることを考えると（１）と（２）の桁の差は大きくそれぞれ別々の検出系で測定する予定で

ある。オシロスコープはデータロギング機能付きのデジタルストレージオシロスコープを使用することにな

るが、記録は1チャンネルのみである。従って2系統を用意し、それぞれ数桁の範囲の記録をしなければ

ならず、低い桁でも必要な分解能を確保するため、ログアンプにより対数変換した出力を記録する準備を

行っている。測定系は図８になる。観測データのデータ処理は観測後に行うことになるが、データ数が多

くなるため、専用データ処理ソフトを開発用意する必要がある。 

 

４-３．検出感度向上による空地電流等現象により流れる電流測定の検討 

 測候所を大きな空地

電流収集電極と考える

と、空地電流は 1.0～

3.0×10-12 Am-2 になる

が富士山測候所電極の

表面積を約1000 m2とし

て、電極に集まる電流

は 10-9 A になる。接地

線を切り離し電流計を

入れることは困難なた

め、接地線を流れる電流が作る磁場を測定することで電流測定をすることになる。この場合に予測される

電流が作る磁界は小さく、検出困難である。しかし、測候所は富士山頂にあるため、①凸型レンズになる

ことによる収集効果、②雷雲の近接効果、および③測候所だけではなく山腹に垂らした引き下げ接地線

（300 m×2本、400 m×1本）も含めた周辺表面からの収集（雨で濡れればさらに大きくなる）による測候所

等価面積の拡大効果により、空地電流は数桁大きくなる可能性がある。磁場の検出感度を高め、地磁気

の影響を抑制することで検出できる可能性がある。 

また、以外に他の現象を観測できる可能性もある。測候所の高圧電源に絶縁劣化がある場合、その絶

縁劣化によってはその漏洩電流を観測できる可能性がある。高圧電源からの 50 Hz漏洩電流は、接地線

の３系統に分流するため、高圧ケーブルを流れる高圧電源からの漏洩電流から内蔵の接地線に戻る電

流を相殺した電流（漏洩電流の約 2/3）を観測することになる。さらに、接地線は山麓側架空地線とも接続

されており、何らかの要因によって流れる電流の存在も見つかる可能性がある。 

 以上のことが次年度予備測定できないか、測定系の検討を行った。測定は接地線内蔵の山麓からの高

圧ケーブルに流れる電流が作る磁場を測定することになる。感度を高めるため、図９のようにセンサーを

収めるギャップを設けた高透磁率トロイダルコアを用いる方法を予定している。ケーブルを通して使用す

ることはできないため、2 分割にし高圧ケーブルを挟み込むことが可能な方法を検討している。もし興味

ある測定が得られれば常時観測を可能にする対策準備が必要である。例えば、落雷があったときに流れ

る大電流による大磁界からの磁場検出センサー保護と検出感度向上のための磁気回路のギャップ間の

吸引力に耐えられるものにするなど、を実施する必要がある。 

 また、将来は接地系統を1つにまとめさらに感度を高めることが必要である。被測定高圧ケーブル（接地

線付）は山麓側の接地線３系統のうちの１系統である。高感度微少電流検出器の周波数成分は低く、分

流する電流路のインピーダンスは抵抗依存域である。そのため、ケーブル断面積に案分され、高圧ケー

ブルの測定電流は全接地線電流の約 1/3ほどになると推測される。このことは、接地系統を 1つにまとめ

られれば、３倍に感度を高めることになる。 

 

５．おわりに 

富士山測候所環境下で必要な雷対策を一般化し、明らかにした。また対策が必要な CO2 観測システ

ムの具体案を提案した。提案した雷対策方法の一部は次年度実施予定である。観測機器の設置場所は

山岳地帯など接地抵抗を小さくできない場所である場合が多いと考えられ、提案した雷対策方法の基本
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的な考え方は、そのような環境下での避雷対策に適用できる方法である。 

また測候所の山麓への接地線に流れる電流の次年度観測は、自動記録を採用するため、記録時間内

に現象が引き続き起きない限り取りこぼしは無くなる方法になる。そのため、他から得た落雷情報と比較し、

対応付けを行うことでより正確な現象把握ができる。また観測電流は、測候所への落雷電流と昨年に観測

された周辺の落雷現象による電流いずれも観測できるように準備している。また、山麓側接地極に繋がる

接地線に流れる全電流は、山麓への３系統ある接地系統の内の引き込み高圧ケーブル内の接地線に流

れる電流のみを観測することになるため、分流割合を推測して求めることになる。正確な測定のため、将

来、一本化し全電流を測定できるようにすることが望まれる。 

別に高感度な電流検出方法も検討しており、間に合えば予備測定を行う予定である。 
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